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得ず構造物本体に存置する場合、これらの仮設物において、設計の前提が成立することを事前に

確認しなければならない。 

受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。また、受注者は、継手を同一断面に集

めないため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継手の長さに鉄筋直径の25倍を加えた長

さ以上としなければならない。継手が同一断面となる場合は、継手が確実に施工でき、継手付近

のコンクリートが確実に充填され、継手としての性能が発揮されるとともに、構造物や部材に求

められる性能を満たしていることを確認しなければならない。 

４.継手構造の選定

受注者は、鉄筋の継手に圧接継手、溶接継手または機械式継手を用いる場合には、鉄筋の種類、

直径及び施工箇所に応じた施工方法を選び、その品質を証明する資料を整備及び保管し、監督員

または検査員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。 

５.継足し鉄筋の保護

受注者は、将来の継足しのために構造物から鉄筋を露出しておく場合には、損傷、腐食等から

これを保護しなければならない。 
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受注者は、圧接しようとする鉄筋の両端部は、（公社）日本鉄筋継手協会によって認定された鉄

筋冷間直角切断機を使用して切断しなければならない。自動ガス圧接の場合、チップソーをあわ

せて使用するものとする。ただし、すでに直角かつ平滑である場合や鉄筋冷間直角切断機により

切断した端面の汚損等を取り除く場合は、ディスクグラインダで端面を研削するとともに、さび、

油脂、塗料、セメントペースト、その他の有害な付着物を完全に除去しなければならない。 

５.圧接面のすきま

突合わせた圧接面は、なるべく平面とし周辺のすきまは２mm以下とする。

６.悪天候時の作業禁止

受注者は、降雪雨または、強風等の時は作業をしてはならない。ただし、作業が可能なように、

防風対策を施して適切な作業ができることが確認された場合は作業を行うことができる。 
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5-13-3 コンクリートの製造

１.一般事項

受注者は、所要の品質の水中不分離性コンクリートを製造するため、コンクリートの各材料を

正確に計量し、十分に練り混ぜるものとする。 

２.計量装置

計量装置は、第１編 5-5-4 材料の計量及び練混ぜの規定による。

３.材料の計量

（１）受注者は、各材料を１バッチ分ずつ質量計量しなければならない。ただし、水及び混和剤

溶液は容積計量してもよいものとする。

（２）計量値の許容差は、１バッチ計量分に対し、「表５－６ 計量値の許容差（水中不分離性コ

ンクリート）」の値以下とするものとする。

表５－６ 計量値の許容差（水中不分離性コンクリート） 
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（１）受注者は、打設に先立ち、鉄筋、型枠、打込設備等が計画どおりに配置されていることを

確かめなければならない。 

（２）受注者は、コンクリートをコンクリートポンプまたはトレミーを用いて打ち込まなければ

ならない。 

（３）受注者は、コンクリートポンプを使用する場合、コンクリートの品質低下を生じさせない

ように行わなければならない。 

（４）受注者は、トレミーを使用する場合、コンクリートが円滑に流下する断面寸法を持ち、ト

レミーの継手は水密なものを使用しなければならない。

（５）受注者は、コンクリートの品質低下を生じさせないように、コンクリートの打込みを連続

的に行わなければならない。 

（６）受注者は、コンクリートを静水中で水中落下高さ50cm以下で打ち込まなければならない。

やむを得ず、流水中や水中落下高さが 50cmを超える状態での打込みを行う場合には、所要の

品質を満足するコンクリートが得られることを確認するとともに、設計図書に関して監督員

と協議しなければならない。 

（７）受注者は、水中流動距離を５ｍ以下としなければならない。 

（８）受注者は、波浪の影響を受ける場所では、打設前に、気象・海象等がコンクリートの施工

や品質に悪影響を与えないことを確かめなければならない。 
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国土交通省  仮締切堤設置基準（案）    　　（平成26年12月一部改正） 
ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）

日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）
日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

（平成28年10月）
（平成29年11月）
（平成29年11月）

日本道路協会  道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編） 
9 11

日本道路協会 道路橋示方書・同解説   
土木学会  
国土交通省  
国土交通省  
日本道路協会　道路橋支承便覧            　 　　　　　　　　

機械工事施工管理基準（案）
機械工事塗装要領（案）・同解説  

３ ４
9 ３

22 ４

16 ４



鋼製排水管製作工の施工については、第１編 3-13-10 鋼製排水管製作工の規定による。
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「 共通 」（国土
交通省、平成29年3月）
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日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編） （平成29年11月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説 （Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 

日本道路協会 道路橋支承便覧  

土木学会  プレストレストコンクリート工法設計施工指針 

（平成29年11月） 

（平成29年11月）

（平成27年３月）

（平成16年４月） 

（平成３年３月） 

ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）

（平成28年10月）

国土開発技術研究センター ゴム引布製起伏堰技術基準（案）   （平成12年10月） 

　国土交通省  仮締切堤設置基準（案）     　　　　　（平成26年12月一部改正） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年11月） 
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受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基

準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術協会、平成28年10月）

及び、「ダム・堰施設技術基準（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定によ

る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 
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　受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基
準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術協会、平成28年10月）
及び、「ダム・堰施設技術基準（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 



��

��� ����	� �
� �

��


��

受注者は、魚道工の施工にあたっては、「ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）

（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術協会、平成28年10月）及び、「ダ

ム・堰施設技術基準（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定による。これによ

り難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。



「 　 」（日本道路協
会、平成16年4月）
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滑動しないよう定着しなければならない。 

２.ワイヤロープ及び金網の設置

受注者は、ワイヤロープ及び金網の設置にあたっては、初期張力を与えたワイヤロープにゆる

みがないように施工し、金網を設置しなければならない。 
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4-8-6 橋梁用防護柵工

（１）受注者は、橋梁用防護柵工の施工については、設計図書に従い、正しい位置、勾配、平面線

形に設置しなければならない。

（２）鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋め込む場合であって地表面

をコンクリートで覆う場合を含む）において、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される

以下のような場所には、一般的な防錆・防食処理方法に加え、必要に応じて支柱地際部の防

錆・防食強化を図らなくてはならない。

① 海岸に近接し、潮風が強く当たる場所

② 雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性がある場所

③ 路面上の水を路側に排水する際、その途上に支柱がある場合
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受注者は、ＰＣ鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1～4（一般用メートルねじ）

に適合する転造ねじを使用しなければならない。 

受注者は、ＰＣ鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1～4（一般用メートルねじ）

に適合する転造ねじを使用しなければならない。 
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9 ６

                     
日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－ 

29 11

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン     29 11

厚生労働省 山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン

（平成30年１月）
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受注者は、自然条件の変化等により、支保工に異常が生じた場合は、工事を中止し、監督員

と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ちにその

措置内容を監督員に連絡しなければならない。 

10.切羽監視責任者の配置

切羽監視責任者は、原則専任で配置するものとする。ただし、現場の状況によりこれにより難

い場合は、設計図書に関して監督員と協議し配置不要とすることができる。 
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　                                                                29 11

日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

（平成29年11月） 

          29 11

      29 11  

                

             

          

          

　　　   

               

               

          

          30

          30

                

     

               

                

日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針（案）とその解説－ 

29 11

日本みち研究所 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン      29 11



「 」（日本

　道路協会、平成16年4月） 設計図書に関して

　監督員の承諾を得なければならない。     
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受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序としては埋設注入管のうち標

高の低い側より、遂次高い方へ片押しで作業しなければならない。ただし、覆工コンクリート

の巻厚が薄く、注入材の偏りによって覆工コンクリートが変形し、新たなひび割れが発生す

るおそれのある場合には、左右交互にバランスのとれた注入順序とする。また、トンネル横

断面内の施工順序としては、下部から上部へ作業を進めるものとする。

なお、下方の注入管より注入するに際して、上部の注入孔の栓をあけて空気を排出するものと

する。 



示

示

��

��� ��� ���	 ��
�

���

�
�





��

��� ��� ���	 
 �

���

�
�



��

��� ��� ���	 ��
�

���

��






��

��� ��� ���	 ��
�

���

���

16-16-22-4 落橋防止

１.１.配筋状況の

受注者は、設計時に鉄筋探査器等により配筋状況が確認されていない場合は、工事着手前に鉄

筋探査器等により既設上下部構造の落橋防止装置取付部周辺の配筋状況の確認を実施し報告しな

ければならない。 
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１．現場が狭小な場所に使用する鋼管は、WSP 070（急速埋設継手工法）のQ2形とし、 継手部の形

状については設計図書によるものとする。

２．内面塗装及び外面塗装は、第11編 4-5-1 第４項に準ずるものとする。
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軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用マグ溶接及びミグ溶接用ソリッ

　ドワイヤ
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（４）溶接は溶接機を最適な条件に取付けてから連続作業で行わなければならない。やむを得ず溶

接を中断した場合は、スラグ、ほこり等を完全に除去清掃をしてから再開するものとする。

（５）気温が０℃以下の場合は、余熱（10～20℃）を行ってから溶接をしなければならない。

（６）溶接棒は、JIS Z 3211（軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒）の規格品を使用

するものとする。

（７）自動溶接に替えて一部手溶接を行う場合は、開先部の角度をアークエアガウジング又はグラ

インダ等で矯正するものとする。
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　 JWWA K 135  
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農林水産省農村振興局 （１）土地改良事業計画設計基準・設計「パイプライン」

（２）コンクリート標準示方書 （公社）土木学会 

（水道用ダクタイル鋳鉄管合成樹脂塗料） 

（水道用ダクタイル鋳鉄管内面エポキシ樹脂粉体塗装） 

（水道用ダクタイル鋳鉄管） 

（水道用ダクタイル鋳鉄異形管） 

 （長寿命形水道用ジョイントコ－ト） 

（３）JWWA K 139

（４）JWWA G 112

（５）JWWA G 113

（６）JWWA G 114

（７）WSP 012

（８）WSP 009

（９）WSP 002

  （水管橋外面塗装基準） 

（水道用塗覆装鋼管現場施工基準） 

（水道用塗覆装鋼管梱包基準） 

 （農業用プラスチック被覆鋼管） 

  （農業用プラスチック被覆鋼管テ－パ付き直管の製作・施工指針） 

（鋼製異形管）フィラメントワインディング成形管用 

 （ダクタイル鋳鉄管合成樹脂塗装） 

 （Ｔ形ダクタイル鉄管接合要領書） 

 （Ｋ形ダクタイル鉄管接合要領書） 

 （Ｕ形、Ｕ－Ｄ形ダクタイル鉄管接合要領書） 

（フランジ形ダクタイル鉄管接合要領書）

（ダクタイル鋳鉄管モルタルライニング）

（10）WSP 004

（11）WSP A-101

（12）WSP A-102

（13）FRPM-G-112

（14）JDPA Z 2010

（15）JDPA W 04

（16）JDPA W 05

（17）JDPA W 06

（18）JDPA W 07

（19）JIS A 5314

（20）JIS Z 3050

（21）JIS Z 3104

（22）JIS G 3443－1

（23）JIS G 3443－2

（24）JIS G 3443－3

（25）JIS G 3443－4

  （パイプライン溶接部の非破壊試験方法） 

  （鋼溶接継手の放射線透過試験方法） 

  （水輸送用塗覆装鋼管－第１部：直管） 

  （水輸送用塗覆装鋼管－第２部：異形管） 

 （水輸送用塗覆装鋼管－第３部：外面プラスチック被覆） 

 （水輸送用塗覆装鋼管－第４部：内面エポキシ樹脂塗装） 
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（公社）日本道路協会 道路橋示方書（Ⅰ共通編）・同解説 

（公社）日本道路協会 道路橋示方書（Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）・同解説 

（公社）日本道路協会 道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説 

（公社）日本道路協会 

（公社）土木学会  

道路橋支承便覧 

プレストレストコンクリート工法設計施工指針 

（公社）日本道路協会 コンクリート道路橋設計便覧

（公社）日本道路協会 コンクリート道路橋施工便覧

（公社）日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 

（公社）日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説 

（公社）日本道路協会 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄﾌﾞﾛｯｸ工法によるﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄＴ桁道路橋設計施工指針

（公社）日本道路協会 道路橋の塩害対策指針（案）・同解説  

（公社）日本道路協会 舗装施工便覧 

（公社）日本道路協会 舗装調査試験法便覧 
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7-4-5 橋梁用防護柵工

１．受注者は、橋梁用防護柵工の施工については、設計図書に従い、正しい位置、勾配、平面線形

に設置しなければならない。

２．鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋め込む場合であって地表面を

コンクリートで覆う場合を含む。）において、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以下の

ような場所には、一般的な防錆・防食処理方法に加え、必要に応じて支柱地際部の防錆・防食強

化を図らなければならない。

（１）海岸に近接し、潮風が強く当たる場所

（２）雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性がある場所

（３）路面上の水を路側に排水する際、その途上に支柱がある場合
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また、養生終了後は急激に温度を降下させてはならな
い。
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9-9-3 ポストテンションＴ（Ｉ）桁製作工

１．受注者は、コンクリートの施工について、次の事項に従わなければならない。

（１）主桁型枠製作図面を作成し、設計図書との適合を確認しなければならない

（２）桁の荷重を直接受けている部分の型枠の取り外しは、プレストレス導入後に行わなければ

ならない。その他の部分は、乾燥収縮に対する拘束を除去するため、部材に有害な影響を与

えないよう早期に実施するものとする。

（３）内部及び外部振動によってシースの破損、移動がないように締固めるものとする。

（４）桁端付近のコンクリートの施工については、鋼材が密集していることを考慮し、コンクリ

ートが鉄筋、シースの周囲、あるいは型枠のすみずみまで行き渡るように行うものとする。

（５）受注者は、コンクリートの打込み後にコンクリート表面が早期の乾燥を受けて収縮ひび割

れが発生しないように、適切に仕上げなければならない。



合

連結

連結

���

���� ����	
� ��� 
����

��

���



  
   

    
  新版

  

  

���

���� ����	
� ���� �
������

��

���



���

���� ����	
� ���� �
������

��

���




